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イギリスにおける労働組合の退職給忖 

の形成と崩壊（上）

—— 老醋年金制度形成前史一 -

名 嶋 和 子

はじめに

第-^享退職給付の成立と展開 

第一節退職給付の成立 

第二節退職給付の展開 ,

第二享退職給付の実態 

第一節退載給付支給の諸要件 

a r標準賞率j の適用 

b 支給開始最低年齢 

C 組合加入期間

第二節支給額の水準と退職後の生活費としての役割（以下次号） 

a 支給額の水準

b 支給額とその保障する生活の程度 

第三章退職給付の崩壊過程と公的老齢年金問題•

おわりに

は じ め に

高齢労働者が老齢年金以外の諸収入の支えなしに現実の生活を維持していくことはきわめて困難 

であるにしても，今日，資本主義社会における老齢年金は, 賞労働者にとって老齢期の，またとり 

わけ退職後の生活を支える基本的な糧となっていることは否定しえない事実である。その意味で，
( 1、

货労働者の退職後の基本的生活費と、う性格規定を老齢ギ金に与えることができるであろら。

注0 ) もちうん，老齢年金は，質労働者にのみ適用される制度ではないし，また退職以前に支給される例もある（たとえぱ>_ 
スウューデン，西ドイツ，ニュージーランドなどでは，返職を老蹄年金-支始の要件としていない)。そこから，老齢年 

金に f賃労働者め返載後の; 本的生活費J という规をを与ふることには與論が唱えられるかもしれない。しかしながら， 

ここでは，あくまでも贷労働の理論化系の巾で老输ff-:金の位鍵づけを試みようとしているのであり，したがって，それ 

はf 《労働者にとっての老! 金の想定（しかし，それは老齢年金の形成;i!からみて基本的躲定でもある）であることを 

あらかじめことわっておきたい6 なお，週®!以前に老臉金が支給される例も存在するという成に•ついては，货労働者 

はいずれにせよ老齡化の進行の中でJfi魄返職を金儀なくされていくのであるから，老-齢年金が基本的には退職後の化活 

としての性格をもっているということは可能であろう。
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イギリスにおける労働組合の退職給付の形成と崩壊 

ところで，周知のように，労働者め共済活動は社会保険制度の端緒的形態として位置づけられて 

いるが，r賞労働者の退職後の基本的生活費」として性格規定される老齢年金についても， イギリ 

スを例にとれぱ，労働組合の退職給付（superannuatioi、benefit) がその端緒的形態をなしたという 

ことができる。本稿の課題は，イギリスにおける公的老齢年金制度形成史を解明する第一歩として， 

この労働組合の退職給付の形成，展開およびその崩壊過程を分析することである。しかし，本題に 

入 る に ，本稿全体を貫く分析視角についてここで若干述べておくことにしよう。

すでにみたように，r賛労働者の退職後の基本的生活費Jという老齢年金の性格規定からして，我 

々は，老齢年金形成の基本的契機として賀労働者における退職の習慣の形成を推測することができ

る。というのも，退職は，貧労働者の生存期間とその期間の間に労働力の販売を続けることのでき
( 2 )

るいわゆる労働可能期間との分離を意味するが，磨史的には19111:紀後半から20111:紀にかけて展開さ

れたこの退職の習償の取成過程で，賞労働者は，はじめて退職後の生活費という問題に直面するよ

うになったからである。そして，この問題の出現とそ，老崎年金制度形成の基本的契機なのである。

すなわち, イギリスを例にとれぱ，産業や職種によって多少差異がみられるにせよ，19世紀後半
( 4 )

に始まる「近代的産業の諸方法が労働者に加える庄力の増大J は，彼らに「以前より早い年齢での 
, ( 5 )  • (6)

退職を強制be su p e r a n n u a te d jし，「稼得期間 the earning period」の短縮を余儀なくさせた
.

力' ; , このことは賞労働者に退職後の生活の糧に対する欲求を意識化させていく客ぽ的条件をなした。

そして，こうした欲求は，退職というものが賞労働者にとってはじめは強制された労働可能期間の 

* ^  ( 7 )
短縮を意味したがゆえに，強制された怠惰（forced id le n e ss)= 失業の場合と同様に， 労働者自身 

の共済活動を通じて充足されていったのである。

しかしながら，後に詳しくみるように，それは労働組合の職業政策（trade policy) の一環とし

注（2 ) ここで使用するr労働TiT能期間J とは，基本的には資本の摊取の庇合やその形態などによって規定される,いわぱ人 

為的に定められたr働ける期間J であり，以下この意味で用いられている。そめ意味で，今日，主として西欧において 

労働者の侧からr休息権J と結びついて早期の退職が要求され，それがr労働可能j脈 i l lに彩響を与えつつあるにして 

も，こうした耍求身資本の摊取の度合やその形態によって規定されていることをみておく必要がある。

( 3 )  Peter N. Stearns は Old Age European Society: the case of France, London, 1977の中で，もともと労働 

者階級には退職という考え方は存在しなかったことをフランスを例にとって明らかにしている。またそこでは，いわば 

中間層の"文化，，であった退職が20J11：紀に入ってから老齢年金制度の展開i ともに徐々に労働者陪級にも広がりをみせt 
今日では[休息権the right to r e p o s e jと結びついて一般化したことが指摘されている（cf. ibid., 2 Old Age in 
French working-class cu ltu re),,また，同様の想向は，イギリスにおいても指摘't?きる。たとえぱ，一般的に力;遊 

'組合が前提としていた仮説は，現実を反映.してr労働者はザぬまで働く J (Bentley B. Gilbert, The Evolution o f  
National Insurance in Great Britain: the Origins、of the Welfare State, London, 1966, p , 171) というこ 

とであった。そして，r働くこともできなけれぱ，死にもしないJ ゆ /W .)老人が出現する，換言すれぱ，退職が取成ざ

• れるのは19但*紀末以隙のC とである（なお，このについては，第-^章以下で具体的に展0Hする)o -
( 4 ) Geoffery Drage, The Problem of the Aged Pooへ London, 1895, p- 43.
( .5 ) Ibid‘
( 6 )  J‘ A‘ Spender, The State and Pensions in Old Age, London, 1892* p. 45.
( 7 )  William Kiddier, The Old Trade Unions: From Unprinted Records o f the Brushmakers, London, 

1930, p, 201.
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て位置づけられている共済活動から出発した腺り，当初は主として賞労働者の高齢化に伴う賞率低 

下を全体に及ぱさないように彼らに退職給付を支給することによって,，当該労働市場から挑:除する 

ことを目指しており，その意味で退職後の生活費としての位置づけが弱かったし，また，賞労働者 

相互の貧金からの拠出のみによって賄われていたために実質的にもその保障する水準は低く，かつ 

他の諸欲求の懷牲の上に成り立っていたのが歴史における実態であった。そして，このような制約 

をもっていたがゆえに，一方でますます広範に生存期間と労働可能期間との分離が拡大するなかで, 

労働組合の退職給时は退職後の生活費としての機能の充実を耍請されるようになるが，他方で賃労 

働者の拠出のみに依侧する財政状況の下でこの要請に応えることが不可能となっていき，その解決 

を公的老齢年金制度の形成に求めざるをえなくなっていくのである。

以上の視点から，本稿では，イギリスにおいて資労働者の退職後の生活費に対する欲求形成とそ 

の充足形態の出発点をなし，またその機能の限界を通して公的老齢年金制度形成の主要な契機とな 

った労働組合の退職給付について，歴史的分析を試みることにする。

第一章退職給付の成立と展開

第一節退職給付の成立

まず，イギリスにおいて労働組合の退職給忖がいつごろ成立したかについてみることからはじめ 

よう。いま，1893年に設置されたr老膽貧民に関する王立委貫会the R oyal Com m ission on th e
( 8)

A ged Poorj (別名アバ一 デュア委員会Aberdare Com m ission)に提出された資料をもとにその成立

年代を概観すれば，第 1 表の如くである。

同表は，各労働組合がいつ退職給付を創設したかを示しているが，それによれぱ，いくつかの組 

☆ を例外として退職給付の創設はI860年代以降，とりわけ1870年代 . 80年代に顕著にみられること 

がわかろう。このことは，単純にみれば，労働組合の共済活励における他の諸給付の多くがすでに 

19世紀前半にかなりの程度普及していたことと比較して，退職給付の歴史が概して新しいことを示
( 9 )

すものであるが，次に，各労働組合の設立とそこでの退職給付の創設という観点から同まを兄直す

ことによって，退職給付形成時期の確定のより立入った分析に移ることにしよう。

いわゆる旧型組合の時代として位置づけられる1 8世紀末から1 9世紀前半に設立された組合のう

注（8 ) ffg資料は，このアバ一デ- ア委員会に対し"T；, 商務あの労働者通信員Labour Correspondentであるドクラそン 

ド（Charles James Drummond) が提II{したものであり， British Pailiainentary Papers, Poor Law 29, 
session 1895に付録V!として収められている。本章の分析は主として同資料に依拠している。

( 9 )  Cf. Walter B. Weyl, Benefit Features of British Trade Unions, Bulletin of the Bureau of Labor, 
No. 64, I^lay 1906, p. 759 .また，関谷廣子[■イギリス労働組<{̂5•の共済手当制度ゆ（恥EK大学社会科学研究所紀要『社 

会科学研'光！第13巻第2 . 3合Of号1961明 2月）13觸も参照のこと。

60 び5 8 )
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イギu スにおける労働組合の退厳給付の形成と崩壞

第 1 表；各労働組合の退職給付創設に関する年表

組 合 名 組合設立年 退職給付創設年

プラシ製造エ統一組合 1778 年 1782 年
'蒸気機関製造エ組合 1825 年 1833 年
イングランド,アイルランドおよびウュルズ鋳鉄工友愛 
組合

1809 年 1836 年

スコタトランド鉄工連合 1831年 1844 年
锻冶工協同組合 1849 年 1849 年

合同機械工組合 1851年 1851年
グレイトプリチンおよびアイルランド，フリントガラスエ
全国組合

1849 年 1853 年

馬填製造エ述合王国組合 1834 年 1855 年

合同大工.指物師組合 1860 年 1860 年
皮製勘定書製本エ労働組合 1823 年 1863 年
ロソドン馬ill製遣エ労働組合 1843 年 1863 年
全国左官職人組合 1861年 1864 年
大工，指物師職人一般組合 1827 年 1865 年
ボイラ一製造エおよび鉄鋼造船工統一組合 1834 年 1867 年
合同平削エ，みぞ切エ組合 1867 年 1867 年
イングランド, アイルランドおよびウ：C一 ルズ石工職人ち： 
愛組合

1833 年 1868 年

製本エぉよび機械薪線工合同組合 1833 年 1870 年
ダプリソ製パソエ職人労働組合 1752 年 1872 ^
ロソドン印刷機械運転エ労働担合 1839 年 1872 年
大工•指物師連合 1861年 1872 年
聖概製造エ労働. 疾病，埋葬組合 1872 年 1873 ★
合同家具製造エ粗合 1833 年 1874 年
スコットランド鐵冶：！:速合 1853 年 1876 年
真餘製造エ•薄板製造エー般組合 1862 年 1876 年
じゅうたん機械織工相互共済，後約組合 1866 年 1876 年
ロンドン植字エ組合 ■ 1801年 1877 年

活版印刷1：組合. 1849 年 1880 年
イングランド, アイルランド,スコットランドおよびウェ 1872 1880 年
ールズ合同鉄道従業員組合
機関手，火夫連仓組合 1880 年 1883 年
ペルファースト裁断エ. 襲製造エ共済，労働組合 1880 年 1880 年
合同洋服仕立エ組合 1866 年 1881年
れんが糖み載人組合 1848 年 1882 年
永久合同蹄鉄工擁護組合 1872 年 1882 年
南ョータシャ地区蒸気機関製造エ擁護組合 1859 年 1884 年-
速合船大工鎮合 1882 年 1885 年
ロンドン合同布張エ組合 1867 年 1886 年
全国合同‘家屋ぉょび船舶塗装エ職人組合 1886 年 1886 年
ベルファーストたる製造エ労働組合 1886 年 1886 年
ロンドン. トタン職人労働組合 1853 年 1887
キャラコ檢染エスコットランド統一力:愛組合 1883 年 1887 年
たる製造工博愛組合 1853 年 1888
ロンドン石版印刷工組合 1869 年 1888 年
グレイトプリチンおよびアイルランド合同石版印刷工組合 1879 年 1890 年
リーズ, ハリファックスおよびプラッドプォード，-ラシヤ，
プレスエ労働組合

1881年 1890 年

グレイトプリチンおよびアイルランド統一配管工職人組合 1865 年 1891年

出所) . British Parliamentary Papers, Poor Law 29, session 1895, vAppendix VI, pp. 976-983より作成《 

注）劍設ギ無記入のもの4 , および退職給付年が明らかに誤植と思われるもの2を除いてある。
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ち，プラシ製造エ，蒸気機関製造エ，鋳鉄工，娥冶工の合にあっては，すでに1 9世紀前半に退

職給付が創設さんている。 その意味では，退職給付も，共済活動における他の請給付（たとえぱ遍

麼給付，失業給付,’ 地葬給付）と同様に古い麼史をもっているということができよう。 しかしながら，

すでにこの時期において，失業給付などは，共済活励が全体としていまだ明確に制度化されない中

にあって徐々にr保険原理J に基づく給付に近づき，労働組合の職業政策的色彩を濃くもちはじめ 
' ( 11)

ていたのに対し，退職給付•は，そのように位置づけをれるには至らず，したがって成立しても永続- 

的な制度となりにくかった0 そして，それが他の諸給付と並んで労働組合の職業政策としての共済

活動の中に明確に位置づけられたのは，1851年合同機械工組合の成立によってであるといわれてい 
(13)
る。したがって退職給待は，たしかに1 9世紀前半にその起源を見出すことができるが， それは， 

あくまでも先駆的なものでしかなかったといわねばならない。

さて，1851年の合同機械工組合における共済活動の体系化を输として，他の組合も本格的な共済 

活動を開始するざうになるが，退職給付の創設が増加するのもまさにこの時期以降においてであ 

すなわち，前掲第1 表からも明らかなように，186.0年代には8 , 同じく 7 0年代には1 0 ,そして80 

年代から9 0年代のはじめにかけては1 9 と，退職給付の創設が目立って増加している。そして， 60 

年代以降新たに退職給付を創設した組合は，組合設立時期との関速で2 つのグル一プに大別するこ 

とができる。すなわち，第一のグループは，大工，指物師職人一般組合，合同家具製造エ組合，ロ 

ンドン植字エ組合，ロンドン印刷機械運転エ労働組合など前述のプラシ製造エ，蒸気機関製造エ組 

合などと同様に19世紀前半に組合を設立しながらも，退職給付については60 • 70年代にそれを導入 

している組合であり，第二のグループは，機関手 . 火夫連合組合，連合船大工組合，全国合同家屋 

および船舶鐘装エ職人組合，キャラコ搶染エスコットランド統一友愛組合など，組合の設立そのも 

のが19111：紀の7 0 ，80年代であり，しかも組合設立から短期間で退職給付を導入している組合である。

こうした，新旧2 つのグループの退職給付が実際どのような特色をもっているかについては，本 

享ならびに次章を通して明らかにされるが，いずれにせよここでは，新旧を問わずまた全国的，地

「さB3学会雑誌J 73卷 4 号 （1980年8月）

(10)

注(1のなお，第 1衷では，プラシ製造ェ統一組合の説4 が I778年，および退職給付の創設が1782年，となっているが， 

K id d ie rの前掲書によれば，組合設立が1747ィ{i (2 3 6 K ) ,退職給神は[最初からj (201頁）存在したと記述されている。

( 1 1 ) たとえば，機械工め組合では，この時期において，徒弟の制服とならんや遍歴給付や失業給付が職業政策にまで発展 

し，組合の権威や組合の弾化にとって利益のあるものとして理解されている（cL J. B. Jefferys, The S torv o f  
かg E ngineers, 1800-1945, 1946, p. 137)。なお，粟出他f增補イギリス労働組合迎動史論』未来社，1978年，20-21 
H 参照。

( ! 2) 栗II I ,前揭割ぼ参照。なお，印刷工組合においても，す で に ( ロンドン)，1834年•（リグァプール、，1865：fp 
(マンチュスタ…）にそれぞれr印刷エゴP金組合Printers Pension S o c ie t y jをつくり印金（superam m ations) 

を支給していたが，それらは，いずれも地方的でありかつ短命であった（cf. h ,  E. Mussoi), The T ypograph ica l 
A ssociation: O rig ins and H istory up to 1949 , L ondon ,195も p. 285)。

( 1 3 ) 同上，2域参照。

( 1 4 ) たとえぱ，ボイラー製造；C ,鋳鉄:！:》石工, 大工.撒め師などが合ffij機械;!:組合にならって退職給付を設腔するよう 
になったといわれている（cf» Musson, ojh cit„ p, 285)。
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イギリスにおける労働組合の退職給忖の形成と崩壊 

方的組合を間わず，多くの労働組合が共済活動の中に退職給付を取り入れていくのは1860 年代以 

降のことであるととを確認しておこう。

それでは，なぜ，.この時期以降退職給付の創設が活発化したのであろう力、。この点については， 

どのような経過をへて退職給付が導入されるに至ったのかに関する各労働組合の個別研究によって 

今後さらに深められる必要があるが，とりあえず以下では，現時点で利用しうる資料をもとにその 

点の検討を行なうことにする。

さて，退職給付の形成が活発化した19世紀後半は，イギリスの産業構造が急激に変化しつつあっ
(15)

た時期として位置づけられているが, それは同時に，産業構造の变化の過程における新しい機械の

導入や製造工程の変化によって，従来必要とされた技術のr優秀さj Iこ加えてrスピードj が要求
(16)

される結果，労働者が以前より早い年赠で使い古されてしまう傾向が次第に広範に見受けられるよ

うになった時期でもあった。言いかえれば，この時期を通して，新しい機械，技術や新しい製造エ

殺のもとで，それらをチコにした労働強度の増大が労働力の消耗の度合を強め，早老化が促進され

たということである。こうして，与えられた『スピード』に対応できない（とりわけ中高年の）労働
(17)

者をこ対して，雇用主は r標準賃率の適用をしぶるJ ようになるのである。いま，主要な職種につい

て，どれ位の年齢でぽ準貧率が適用されなくなるかを，稼得力（the earning powers) の変化と関
(18)

連させてみておくことにしよう。

(i) 機械工

25〜45歲までが全盛期で, 45歳以降は徐々に稼得力力MS下 し 55歳までには稼得力は三分の一 

ないし二分の一に低下する。60歳以降は賃金の低下がますます激しくなり，65歳で全盛期の賃 

金の三分の一稼げればきわめて幸運め部類に属する。

(ii) 大工

最高の稼得期間は25〜50歳で，50歳以降は急速かつ確実な.賞金低下がみられる。55歳をすぎる 

と一般的には標準資率が適用されなくなる。

制植字エ

概して，他の熟練労働者に比べて老龄期においてもかなり稼ぐことができる。新聞植字エの 

場合，全盛期は23〜36歳までで，36歳以降は若干のスピードの低下がみられ，それは50歳ない 

し55歳まで徐々に進行する。新聞植字エは出来高-払いの労働者であるので，スピードの低下は 

即賞金の低下を意味するが，現実には65歳でもまだかなりの賞金を稷ぐ植字工が多い。という

注("15) Cf. W. H‘ Beveridge, Unemploymentt A  Problem of Industfy, London, 2nd ed., 1930*
( 1 6 ) 前述のr老齢贫ほに関する王立委員会j (1894年 3 月13日）におけるクンプトン（Cromptoiv working engineer) 

の 証 (Poor Law 29, Q . 17559 参照)。Cf. Spender, of>, cU,, p. 25，
(17) Spender, op, cit.  ̂ p, 25.
( 1 8 ) 以下の叙述は，Spend erが主要労働組合からの情報を整理して前揭書[こ就せた部分の記述に依拠している。
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のも植字エの仕事は，植字機の導入にもかかわらず大部分手によって行なわれており，その仕 

事は，5 0年前とはとんど変らないといってよいからである。

以上, 若千の職種の例を通して，労働者が年を重ねるとともに標準賞率を適用されなくなる，言 

V、かえれぱ資本の摊取欲に適合しなくなることが明らかにされたが，こうした事態に直面して労働 

組合はどのように对勉したであろうか。それは，結諭的にいえば*標準貧率を適用されなくなる中

高年労働者に対して「(標準賃率一一引用者）より悪い賞率のために働くことによって『労働市場を悪
(19)

イ匕させる』ことのないようにしむけるJ ということである。これは，具体的には，当該労働市場に

おける標準賞率を維持するために，労働組合自らが，標準賃率が適用されない中高年労働者をその

労働市場から挑除することを意味する。しかしながら，そのためには，それを促進する手段が必要

であり，まさに退職絵付こそこの役割を担わされたのである。

たとえば，前述のぎ例からも明らかなように，機械工についてみれば，45歳以降低下しはじめる

稼得力は55歳で全盛期の三分の一ないし二分の-^になった。こうした状況の下で合同機械工組合は， 
' ( 20)  

r組合員に対して5 5歳以降は最低賞率the m inim um  rate of w a g e sを維持することを強制しj 
(2り

免なくなるにしても，それは労働組合にとって決して好ましいものではなV、がゆえに，「仕事をや 

めた労働者に対しては5 5歳で開始される退職給付J を準備し，基本的には当該労働市場からの高
.  (23)

齡労働者の排除を考えていたのである。

したがって，以上の分析から指摘しうることは，退職給付の形成が1 9世紀後半に活発化した背
(24)

景には，職種によって多少の差異がみられるにせよ，熟練職種を中心にして賞労働者が一定の年齢 

で当該労働市場から引退させられる傾向が見受けられるようになったということである。

それでは，こうして出現した退職給付が，社会的にどれ位拡大• 普及していたのであろうか。次 

節でこの点をみることにしよう。

「三m 学会雑誌J 73卷 4 号 （1980年8 n  )

注（19) Ibid., p. 25.
(20) Crompton の証言", Poor Law 29, Q .1756も p. 925. Cf. Spender, op. cit,, p, 2L
( 2 1 ) というのも，標準賞率の雄待は平均的な質を備えた労働力に対してなされ，身体障害者や老者などのいわゆる労嫩 

能力の相対的に劣った労働者に対してはとの限りではなかったのであり，したがって高齡者がより低い賞率で働くこと 

も許されたといわれている（関谷，前 掲 論 文 16ぽ参照)。

(22) Spender, op, ciL, p. 26.
( 2 3 ) もちろん，そうはいっても，後にみるように，実際退職拾付の受給袖給の平均が55歳より:も高かったことも事劣であ 

る。その意味で，これはあくまでも理論上ないし建前上の考え方としての侧旧力;強いが，しかしながら，労働者が急激 

に過剰化する失業時には退職給付受給者の平均年齡が通常よりおがえる傾向がみられたことを考慮すれぱ,こうした労 

働組合の政策をすべて建前上のものとして片づけてしまうことはできないであろう。 ■
( 2 4 ) たとえば，植字エの楊合には，他の熟練職極にくらべてきわめて高綿（たとえぱ70歳とか75歳）になるまで働き続け 

ることがしぱしぱ見受けられたようである（前述のDrummond，の®言， Poof Law 29, Q .10716, p. 568參照

その]M jは， r ロンドンの印刷業力MU来高払1/、の座業であり， その紹果組合員は自らが'行すS：っ た/±2jfのfiuifitiを受取るだ 

け』（/み/v/‘）なので，資本家にとゥて高齢は貧率切下げのロ実とはなりにくく，また労働組合にとっても「労働市場を 

思化させるJ ことが少なかったからであわしかしながら，19111.•紀後半には，植字エにも"stab，'というあで呼ぱれる 

週貨金制度が填入されるよb になり，商齢労働ミの労働市場からの挑除が問题とされるようになった◊ ちなみに前掲敏 

1まによれば，1801年に設立された植字エ担仓に退職給付が導入されるのは1877件:のことである。
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' イギリスにおける労働組合の退職給付の形成と崩壊

第二節退職給付の展開 

ここでは，賞労働者が退職後の生活費に対する欲求を形成していく上で，労働組合の退職給付が 

どのように役立ったかを明らかにするために，現実に退職給付がどのような産業のいかなる職種に 

普及し，どの程度一*般化していたのかをみることにする。

第 2 表 産 業 ，職種別各共済給付普及状況

\  1 鉱 鉄 機 造 其 m 刃 餘 プ 農 11 ：n K 鉄 /<m 家 m 馬 た ガ if製 紙 m 印 A馬銀 m
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\ 業 m 械 船 錢 造 造 造 造
、a;XII者 T- 人 河者 失 ェ 働it築 造 m 造 造 者 造 粉 造 造 本 造 造 維 1(1

組 数 27 11 33 1G 15 3 8 1 3 2 9 4 2 6 7 8 4 4 7 29 9 14 2 18 1 5 2 21 2 4 51 1 7 38 2 376

m m 25 10 27 9 7 3 4 1 3 2 8 3 一 4 7 7 2 3 4 2G 6 13 1 13 1 5 2 18 1 4 12 — 2 29 2 261

理非給付 14 6 24 9 13 2 4 — 2 2 8 4 1 3 5 7 1 3 4 25 7 9 2 15 一 5 1 15 — 2 21 1 6 24 2 247

失業給付 4 5 21 3 13 — 7 — 2 2 7 1 1 2 — 4 1 1 4 5 9 8 2 14 — 3 1 13 2 3 17 1 7 25 2 178

疾病給付 4 i 20 5 11 一 1 — 2 2 3 3 — — 6 3 — 1 2 12 2 7 1 11 — 2 1 6 1 — 28 — 1 3 1 136

事故給付 7 4 15 6 4 — 1 — 1 3 1 — - 2 2 一 一 4 15 4 7 1 10 — 1 1 7 — 1 12 1 一 8 2 108

退載給付 1 3 II 3 9 — 2 — 1 1 - 1 一 — 1 5 — 一 — 10 2 3 2 6 — 3 — 3 1. II 1 I 11 1 97

旅行松付 — 3 9 2 10 — — — 1 — 1 一 — 2 2 — 1 7 5 — 2 10 - 1 - - 5 1 1 10 — 1 4 1 94

W 竊拾付 3 2 8 5 2 一 — — — — — 1 ~ — 3 — 1 — — 18 1 1 1 3 ~ 1 1 1 一 — 1 ニー.1 13 一 76

移注給付 1 1 2 — 8 — — 一 1 1 1 — — ~ 2 — - — — — 3 1 — 2 1 — 3 1 一’ 10 — 2 9 1 50

Bt 59 35 137 42 77 5 19 1 12 11 31 14 2 9 28 30 5 8 19 118 39 49 12 84 1 22 7 71 6 12 122 4 21 128 12 1250

出所）British Parliamentary Papers, Industrial Relations 37 XV真より作成。

(25)
いま，1892年の議会資料をもとに，産業ないし職種ごとの普及の程度をみると，第 2 表の如くで

ある。同表から，退職給付の普及に関しては次のような特徴を指摘することができる。すなわち，

機械 ‘ 金属 • 建築，だる製造業など主として熟練職種に属する分野において退職給付が比較的普及

しているのに対して（なお, 上述の熟練載辅産業における未熟練労働者•一 V、わゆるオペラチィヴと呼ぱれた 
(26)

労働者—— の労働組合も，前掲第2 表にみられるようにかなり返職給付を有していたことがわがる。すことえば， 

全国左官職人組合，大工•指物師職人一*般組合，イングランド，アイルランドおよびゥュールズ石工職人友愛組 

合，れんが積み職人組合，ロンドン* トタン職人労{動組合，グレイトプリチンおよびアイルランド統一配管工職

人組合などにおいてである），農業労働者や石炭運搬人などの不熟練労働者, および港湾労働者，ガス 
(27)

労働者，廣抗労働者などにおいてはほとんどあるいはまったく退職給付が存在していないというこ 
(28) .

とである。

注( 2 5 ) 同資料は，[雇用者13}体および被用者0 体の労働規则に関する王立委員会Royal Commisskm on Labour Rules 
of Association of Employers and of Employedj .(1892年）における被用者団体の侧の想则に関する覚え書き 

.のことであり, Bi*itish Parliamentary Papers, Industrial Relations 3 7 に収められている。第2 まは，その 

X V Hからの弓|;fけある。なお，同資料では，同一労働組合の支部であゥても，支部独自の規則を有している場合には， 

その支部は中央！[1織とは別個のものとして数えられている。

( 2 6 ) 饭ram, i■労働運動の展開と労使関係』，未来社，1977年，m 頁, 263- 264貝など参照。

( 2 7 ) 廣坑'労働者の共済活動については，関谷，前梅論文ト )，42-46H M o
(28) DrummoncUこよれは*, rより •く， またより大锐摸な労働組合J にぢいては退職給付の普及状況はよく, rより新 

しい労働組合J では芳しくないとされている（cf. Poor Law. 29, Q .10749, P. 570)0
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こうした差與をどのように考えれぱよいであろうか。すでに前節でみたように，避職給付創設の 

背景には，新しい機械の導入や製造工程の変化を基礎に挿取材料として不適当になった中高年労働 

者に対して，廣用主が標準賃率の適用をしぶる傾向が存在したことを指摘することができる。そし 

て，この傾向が，まさに熟練労働者においてより強く貫いたがゆえに，その対；̂；；策としての退職給 

忖も，もっぱら熟練職種の労働組合において顕著にみられたのである。というのも，もともとr標 

準賞率」という把え方そのものが熟練職種において形成されてきたものだからである。すなわち， 

一定の徒弟期間を経て形成される熟練労働者は，均質の労働力としてr標準賞率J の適用を当然の 

事柄とみなしていた。そして，熟練職種の労働組合は，周知のように，入職規制および相対的高賃 

金に基づく共済活動を通して，当該職種のr標準資率J を維持してきたのである。ところが，すで 

にみてきたように，職種による幅を考慮すれぱ，熟練労働者は5 0歳から55〜 6 .歳の間でこのr標 

準賃率J の適用が制限されるようになった。もちろん，労働組合は，これら「標準資率j を適用さ 

れなくなった高齢労働者に対してはr標準賃率J 以下で働くことを許さざるをえな、[2力I しかし， 

このことは結局当該労働市場に低賞金労働者を抱えこむことを意味し，そとから r標準貧率J がほ 

り崩されていく契機となるものである以上，労働組合としては退職給付の支給とひきかえに,でき 

うるかぎり彼らを当該労働市場から排除する方向にむかわざるをえないので!®！>。

これに対して，不熟練’労働者についてみれば，彼らは特定の職種に固定されているというよりは 

むしろいくつかの職種. 産業を流励化する傾向が顕著にみられた’力L これは不熟純労働が代替可能

r三旧学会雑誌J 73我 4 号 （1980キ:8月)

注(29 ) たと免は’，合同機械工組合は，すでにみたように，55歳以上の高齢組合員に対してはr彼らがなしうる稼ぎを続けると 

とを許Jすし，また合同大工組合も55歲以降は高齢組合員がr稼げるだけの額を稼ぐことを許Jすのである（cf. Spender, 
Op. cit., pp. 26- 27)0

( 3 0 ) との点を如実に示すものとして，次章て:詳しくみることであるが，各組合の退職給付支給規定におけるr標準賃率 

(ないしその三分のニと力、二分の一など）を稼げないことJ という項Hを举げることがでさる。この交給要件こそ，ま 

さに，高蹄組合員に標準賃率以下で働くととを許しながらも，実際のととろは当該労働7fj-場から彼らを排除することを 

願っている労働組合の意図をま明したものということができよう。

なお，当該労働市場からの高齢組合員の排除は，彼らが他の労働市楊で巧雇用されるのを妨げるものではない。この 

ことは3S職給付が，当該職ffl以外の他の職種や仕盡からの収入の有無にかかわらず支給されるという親定によって確認 

される。たとえは’，前述の合同機械工組合は，r他の職能-や仕事からの収入とはかかわひなく退職給付の資格が与えら 

れるJと規■定しているが，同様の思定は，れんが贺み®人組合，全国合同家屋および船舶塗装職人組合，イングランド， 

アイルランドおよびクエールズ石工職人友毅組合，附ヨークシャ地区蒸気機関频造工擁護組合，スコットランド鋳鉄工 

組合，グレイトプリチンおよびアイルランド合同石版印刷工組合，ボイラ一製造エおよび鉄後造船エ統一組合，連合船 

大工組合，じゆうたん機械織工相互共済. 徐約組合， リーズ，.ハリファックスおよぴプラジドフォード. ラシャプレス 

エ労働組合においてもM受けら;Kる。また，製本エおよび機械載線工合同組合のように，週あたり収入額を規制してい 

る場合もある（cf. Poor Law 29, Appendix VI)。いずれにせよ，このように，ほ己の職種の標準賞率を雜持するこ 

とのみに注意をむけ， ミ上は|:j己の労働ホ場の外側に低货金労働者を供給する結•架をもたらしている熟練職fill労働組 

合の職榮政策は，結易労働者階級全体4̂ 货金をおし下げることにつながるという，きわめて限界性のある政策であった 

といわねぱならない。 ■
(3り たとえぱ，道路が/掃夫やれんが资みの手もと（bricklayefs’ lab ou rer)力速い時に港湾労働者であったりすること 

はせ通であった（c f ‘ Spender, op. cit., p. 41)。勘するに，とりわけ不熟練職種|ほにおいては，一つの職極から他の 

職植への不断の移！/か、みられたのである。なお， この点については，前川嘉- rイギリ;^労働組合主義の炎股』 ネ 

ル ヴ グ 1965ゴ|り ？1爽，109Jgなども參照のこと。
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な単純労働であることに基づいていた。そして，こうした不熟練労働は， 2 〜 3 の例外を除けぱ， 

その大部分がかなり高I給の労働者をも吸引していたのである。たとえぱ，確かに重筋肉労働である 

港湾労働などにおいては，むしろ熟練職種にみられるよりもさらに一層早い年齢で稼得力が低下し， 

そして港湾労働市場から排除されていく傾向があったことが指摘されているが，他方で大部分の不 

熟餅r労働は，その仕事の単純さのゆえに高齢労働者にも雇用の場を提供したのである。しかも，不 

熟練労働者にみられる絶対的低貧金は，彼らが高齢期のために備えることを困難にし，高齢になる 

まで働くことを余儀なくさせた。こうして，不熟練労働者は，高齢になるまで働かざるをえず，ま 

た競争条件が許' t かぎり高齢にお、、ても働くことが可能だったのである。い、、力，、えれぱ，不熟練労 

働者に関する限り，この段階においてもいまだr死ぬまで働くJ ことが一般的であったのである。

そして，職種間ない•し産業間を流動化する不熟練労働者を組織化した（いわゆる一般組合と呼ぱれ 

た）労働組合の要求に言•及すれば， これらすベての不熟練労働者に適用しうるr均一的な最低必要
(34)

条件」の確保という要求がでてくるのは当然のことであろう0 こうして，不熟練労働者の労働組合

は，貧金に関していえぱ，熟練労働者の労働組合におけるr標準賞率J の維持に対応するものとし
(35)

て，r最低賞金J の規制を要求するのである。しかも，その際，r最低貧金J の規制は，熟練職種の 

労働組合が種々の職業政策を通して労働力の供給制限を行ないr標準賞率」の維持を相対的に可能 

にしたのとは異なり，不熟練:労働者の労働組合にあっては，競学を制限しえないがゆえに労働組合 

まらの力のみで「最低:t 金J を規制することが困難であり，国家によるr最低賞金j の規制という
(36)

形態をとらざるをえなかったのである。

したがって，これまでの諸事情を考慮すれぱ，不熟辣労働者の労働)組合が「最低賞金_]を維持す 

るために高齢労働者を自ら排除する政策を打出す余地はきわめて少ないのであり，不熟練労働者の 

労働組合において退職給付の創設がほとんどみられない理由の一つもまさにここに求めることがで 

きょぅ。

ところで，前掲第2 表によれば，不熟練職種ないしそれに近い労働者を組織した労働組合（たと 

えぱ，農業および一般労働者の‘労働組合）においても，退職給付が備えられていることがわかるが，こ 

れらのいわぱ例外的な事例の存在をどのように考えれぱよいであろうか。これまでの多くの研究が 

示しているように，熟練労働者の労働組合運励の批判の上に成立した一 般̂組合は（絶対的な低貨金と 

いう理由も加わって），当初ストライキ手当以外の共済活動をほとんど重視しなかった力';,その後漸

注(32) Cf. Spender, op, ciL, pp. 39-40.
(33) Cf. Cromptonの証言(Poor Law 29, Q .1754も p. 924)„
(34) fjiJJII,前《  】順 。

( 3 5 ) 前川，rnmm, 116-1 なお，相沢与一̂氏は，r最低資金j の要求は，こうした労働ホ場構造の祝点からのみ 

^̂ 明̂すぺきでなく，独flすの形成という視点̂ ■ つまウ，独占形成による企業说摸別貨金格差の生成—— から，も説明すぺ 
きであるという指摘をされている（相沢 f現代最低貨金網論J 労働to報社、1975ip, 42-43H参照)。

( 3 6 ) 前川，前掲#も 116H。 ■
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注( 3 7 ) 前川，前掲責も70貝，75JX,118貝，など参照。

(38) H .ん Turner, Trade Union Growth, Structure and Policy, London, 1962, p, 202.
(39) Ibid.
( 4 0 ) 共济活動の全休的な姿については前梅，関各論文が評しい。 .
(4りとの争議給けに'0 いては，今0 では共济給付(frjendly b e iie fk )に含めないことが一般的のようであるが側谷， 

前海論文（- ^ ) 参煎〉，ここでは当時の区分に従っておく。 •
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(37)
次共済活動を取り入れるようになった。もちろん，賃金の絶対的低水準は，その拡大を無制限に許 

すものではなかったし，またそれは，熟練労働者のように職業政策として位置づけられる性格のも 

のでもなかった。不熟練労働者の労働組合における共済活動は，r経済的な手段というよりはむし
, (38)

ろ組合員に対する『灰愛的な』補助でありまた助成J であるとみなされていた。そして，その中心
(39)

をなしたものはr埋葬手当 funeral g r a n t s jであった。したがって，不熟練労働者の労働組合に

おける共済活動を以上のように考えれぱ，そこでの退職給付は,高齡労働者を挑除することを目的

としたものではなく， 友愛的な" 活動の線上においてとらえるべきであるということができよう。

そうであるとすれば，不熟練労働まの労働組合における退職給付は，実際にそれが保障するのはき

わめて低い水準であることが予想されるにしても，はじめから高齢期の生活費としての機能のみを

もったものとして，その普及率の低さにもかかわらず，老龄年金制度の形成にとってきわめて重要

な意味をもっているものと思われる。

ところで，他の共済活動の譜給付の普及状況と比較した場合，退職給忖はどの程度--般的であっ
(4め

たのかという点を簡単にみておこう。前掲第2 表によれぱ，共済活動の中で最も普及しているのは 
(4り

争譲給付と理葬給付である。これらの絵付は，熟練労働者，不熟練労働者を問わず，きわめて多く 

の労働組合の間に広まっていることがわかる。それらについで失業給付，疾病給付が比較的広がり 

をみせている。そして，最も普及率が低いのは，困窮給付と移民給付であり，退職絵付は事:故絵付 

とともに，共済活動の中ではその普及の程度は相対的に低い部類に属する。その理由の一つが，退 

職給付そのものの創設がようやくとの時期に開始されたばかりであるということは前節で明らかに 

した通りである。とはいえ，こうした他の諸給付と比較した場合における退職給付の普及率の相対 

的低さも，産業や職種によって大きく異なるのであり，ここでは，退職給付が，主とし'r 熟練職種 

の労働組合において採用されていた共済活動であったという事実を確認しておこう。

最後に，退職給付の普及の状況を統計的に把握しておこう。第 3 表によれぱ，1891年時点で退職 

給付のある労働組合の組合員数は約35万人であり，組織された労働者の約22% がカバーされている 

(なお，次章でみるように，組合によっては退職給付の支給人員を一定数に制限しているところもあるので， 

35万人という数字はあくまでも退職給付適用人員の概数であり， したがっ て，この22% という数字も近似的な 

ものである）。

また，実際の退職給付受給者数についてみれば, 総計は5 ,6 8 9人となっている（なお，これがイング

ミ
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産 業 組合数 1892年 1893年 1894年 1895年 1896年 1897年 1898年 1899年

建 築 8 865 967 1,098 1,190 1,281 1,362 1,447 1,577

金属，機械，造船 10 3,615 3,838 4,134 4,422 4,725 4,960 5,317 5,633

繊 維 2 — - — — - 一 一 __

縫 製 3 497 544 618 684 658 629 596 566

運 輸 3 105 119 128 100 114 127 127 162

印 刷 ，製 本 6 277 286 313 349 393 413 459 499

木 材 ，家 具 3 260 265 294 309 311 317 333 335

ガ ラ ス 2 256 259 264 274 297 311 314 344

そ の 他 3 77 88 80 89 84 91 91 96

計 40 6,004 6,415 6,987 7,489 7,936 8,279 8,760 9,294

statistics, 7th Annual. '

ランドおよびク0 .ールズにおける60歳 ] ;上男子人口 951,386人に占める割合はわずか0.6%にすぎない）o その 

産業別受給者め内訳を1892年の数字（第 3 ま- 2) からみれぱ，全受給者中実に75%が機械 ’ 金属 . 

造船業および建築業の受給者によって占められている。

そして，1901年になって，退職絵付の適用人員は1891年より約1 2方人増大しておよそ4 7万人 

となったが，この数字は組織された労働者の23%であり，退職給付の普及がわずかながらも徐々に 

進展していることがわかる◊ なお，受給者数については，1901年には総数9 ,8 0 1人となっており， 

1891年からの1 0年問で約4 ,0 0 0人の増加をみせている0

したがって，以上から，19世紀末から2 0世紀にかけて，退職給付は多くの賃労働者にとってそ 

れほど身近な制度であったということはできないにしても，組織された労働者，とりわけ労働組合 

運励の中心的位置にあった機械，金属 • 造船業や超築業の労働者においては，同給付が-定の地位

件r42) British Parliamentary Papers, Population 20,1881 and 1891 Censuses England and Wales sessions 
1883-94, p. 396‘ ：
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第3 表- 1 退職給付の普及状況

(堪位：人)

項 目 1891年 1 1903 4|i

(1) 就業人口

( 2 ) 労働組合員数

( 3 ) 退職給付のある労働組合の組合員数

( 4 ) 退職給付受給者数

14,499,000  
1 ,576,000* 

347,393 
5,689

16,280,000
2,025,000

467,637
9,801

出所）(1)(2), British Labour Statistics Historical Abstract 1886-1968, p. 195, 
p. 395，ただしはUこついてはGreat BritaiiU2UこついてはUnited Kingdomの数字。 

{3)(4), 1891年の数字は第1まに同じ。 1901年についてはReport on Trade 
Unions in 1905-7 p. xl. 

m  =1=は1892年の数字。

第3ま-2 産業別主要祖合における退職給付受給者数の推移
(単位：人）
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を占めていたのであり，そして，それを通じて退職後の生活費に対する欲求の一般化のための士壤 

が形成されていったのである。

以下の章では，この点を明らかにするために実際の退職給付の内容に立入った分析をするととに 

しよう0 、

第二章’ 退職給付の実態

第一節退職給付支給の諸要件

退職給付の支給要件がいかなるものであったかを明らかにすることは，同給付の性格や機能を知 

る上で欠かすことのできないものである。ここでは，主要な耍件に限って検討しておきたい。

a r標準賞率J の適用 1

退職給付の支給要件を述べる際に, その性格を最も際立たせる耍件は，すでに前享でみてきたと 

ころからも明らかなように，賃労働者が当該職種において「標準賃率J を適用される力、否かという 

ことである。これは，職業政策としての性格をもつ退職給付にとって欠かせない要件であり，いわ 

ぱ公的老齢年金とは根本的に区別される点でもある。

さて，退職給付は，その名が示す通り「退職」（しかも当該職種からの）を耍件に支給されるもの 

であるが，この退職の基本的要因こそ老齢であり，また廃疾である。その意味で，退職給付は，単 

に老齢に限定されるものではなく廃疾をも含むものであるが（そして，今日公的老船年金制度において 

も，その多くは廃疾年金を含んでいる），すべての賃労働者に共適して訪れるという点で一般的性格を 

有しているのは老齢であり，今後の分析も老齢を中心に行なうこととする。

ところで，老 齢 （ないし廃疾）が退職の要因となるのは，それが大なり小なりr標準貧率J の切 

り下げに導くからであった。したがって，退職給付の支給要件は，なによりも賞金との関係で規定 

されるのであるが，その具体的要件を第4 まからみることにしよう。

同表から，退職給付の支給に必要な賞金ないし賞ポの水準は一様ではなく，職種によって異なっ 

ているととがわかろう。いま，賃金ないし賞率の水準がどの程度で退職給付の支給が開始されるか 

を胳理すれば，以下のようになる。すなわち，第一k:高船者にとって最も厳しいものとしては，r標 

準賃率Jを適用されなくなったその時点でただちに退職が問題とされる場合であり，換言すれば，退 

職給付支給耍件としての稼得貧金水準がきわめて高く設定されている場合である（第一のグル~ プ)。 

もちろん，その具体的想定に関しては，たとえば r通常の貧金額usual am ount of w a g es を稼 

げないJ , 「通常の資率ordinary rate of w a g e sを得ることができないj , あるいは「生計費 a 

liv ing  (a livelihood)を稼げないj など，各労働組合はさまざまなま現をしている。このように，
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第 4 表退職給付支給要件 支給開始最低年齢別！■標準賃率j 適用状況

年
産 業 お よ び ※ • 働 組 合 名 「標 準 巧 毕 J と 退 職 給 付 支 检 の 閲 係

45歳 (雄雄）
グレイトプリチンおよびアイルランド統一配管工職人組合 老ft■&ないし埃病によリこれまで就いていた灌用につけない者0

50錢

(雄築）
①合同大工，指物師組合 ,
②スコットランド統一fill笠工職人組合

( 金展） '
①合同平削;n .みぞ切エ組合
② ス コ ッ ト ラ ン ド毅ぬエ速合 

(繊稚）
①じゅうたん機1)̂ £織エ相冗兆济‘使約組合

②ベ ル フ ァー ス ト放断:T-. 装！!J造ェ共济•労働組合

通常の巧金額を樣げない組合貝全貝。
当政職種で働くことかでさず，また他め職f ir e週15s.探げない 
組"ft■貝全貝。

-あ始 ‘ 疾病により通常の货终{を得ろことのできない組合貝全，
当該職棟でび勵くことのでさない組仓貝全M。

{M弱になt) , IE規のtl；事につくのか永久に不可能と直言された 
組合K 全貝。
-老^^または疾病にょリ通背の货ぁを採けなぃ組合貝全貝。___

55歳

60栽

(建築）
①れんが格み職人机公
② -人工 . 指物師速です* 1

( ガラス）
グレイトプリテンおよひ*アイルランド*フリントガラス 
：! .全® 組合*  2 
ぐ金塚）
①合同機械工組•ft'
②蒸ね機閲製遗エ組合 ‘
③ ロ ン ド ン ，トタン職人労働III合;̂

(け刷 . 製本〉
①ロンドン植：t •エ組合

②ロンドン印刷機械蓮転エ労働組
③ロンドン;Cf版印刷：TIE合 ‘>

(造船）
①ボイラー製造ェおよび'鉄網造船ェ统ー纽合
②速合船大工組合

(繊維）
リーズ，ハリファックスおよびプラッドフォード.ラシ 
ャプレスエ労働組合 ________ ____________

通 常 の の三分のニ以上按げない机金R 全具。
当該職植ないし他の什4V.で標消の二分の一以上按げない組 

合W全M。

年船ないしその他の自然的® H によ >)生fH'费を稼げない組
全お。

あないし疾稱によ >}通常のれ-ホを稼げない机合貝^̂：貝。
老により当該職® を続けられない組 •具全只。 
老 (̂ をないし疾病により0 已の通常の職fiQにつけない組•ft'貝全只, 
または事故ないし老めにかかわらずニゆ;とその職祖も！̂けられ 
ないこ'とによりタi-働不能となった場f}*。

老齢ないし週1 5 s .を核ぐことのでき.ない組☆•お全貝，あるいは 
齢にかかわらず，その職撞に二度とつけない場 

-あす《により当該職植で生評货を稼げない組貝全貝 .
老齢ないし疾病により働けない組合買全只，またはギ&および 
組L合貝資格にかかわらず全く働けない場合。 .

全 机 韻
あないし疾病によウ f l己の通常のt t事を絲けられない組イト貝 
全只，そして他のよウどころから週15s.以上受けとっていない 
場"S'。

当該職植で働かない組合貝全具。

(雄築）
①大ェ，招物師職人一)iJ組合

②全国合同家®ぉよぴ船船塗装工職人組合

③全® 左官職人組*
(家具製逸）
①合同家具製遊ェ組合

② ロン ド ン合同布张工組合 

(被服）
合同洋服i t 立ェ組合 
( 瑪ポ製造）
①馬 ill裂造ェ述合王国組合
② ロ ン ド ン馬n ti：{造：！:：ガ'働合

( たる製造〉
たる製造工博愛組合 
，今展）

ョータシャ地区蒸気機閲製遗ェ擁雄組を 
②イングランド，アイル ランドおよびク ェ ー ル ス’翦鉄工 
友發組合 
(级維）
型が:製造ェ缴励• 疾热' •
(運输）
①イングランド, アイルランド,スコットランドおよび 
ゥ一ルズ在同鉄道従業貝組•か 
⑦機閲ホ•火失速合組合

および疾病により標準贫金の三分のニ以上保げないおi合
今r|
組合•加入時40ま以下で，地块のめ'金の二分の一以上探げない組

-老ないし疾病により通 常 の を得られない肌•0*貝全貝。

不注意 • 不法行為に;)̂ づ̂かな,い永久お1傷および级が*1により 
巧金の二分ダ)一)i 上按げない組合M全W
3jf故や《弱によ' '}当該職ff(を锐けられないlilA W 全貝，あるい 
は2がpmiliH/fr Uであつ'た名-でダ-12ポンドしか稼げない

他の労働者と同程度に当該職f t を続けられない組分W全W。

老または疾病によりM'HtPtt'iゼをおjげない糾合貝全
事め • 災雞，-あによりもはや t i t iの仏ポを綠けられない組合

只全.貝。

週15s.按げない組☆'月全し

接 も 得 ら れ な い 組 合 貝 全 貝 <•
当KMStfiTe働かない組貝全貝。

1：̂分のfJ:»KをytけられないM合贝全貝。

2が組合貝であったき全只。

不? の痛 *央明 ‘ ホ足の欠おIないしその使用不能，あ鈴ないし 
疾病により|^已め化 1̂̂ を統けられ'なぃ組合貝全只。

山所）第 i:まに同じ。
注）* 1 このケースは，組☆加入期間が25年以上の場合に支給IW始最低年龄が60歳となる' 

* 2 このケー*スは支給開始最低年崎が56歳である。
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労働!組合によってその表現は異なるにせよ，これまでの（したがって標貧金額ないし賃率を稼げ 

なくなることを退職給付の支給要件として、、る組合は比較的多く，たとえぱ合同大工. 指物師組合, 

合同平削エ，みぞ切エ組合，ベルファ V - スト裁断エ • 據製造エ共済 • 労働組合，グレイトプリチン

よびアイルランド，フリントガラスエ全国組合，合同機械工組合，ロンドン印刷機械運転エ労働 

組合，全国左官職人組合，馬車製造エ連合王国組合，南 3 — クシャ地区蒸気機関製造エ擁護組合の 

9 組合がそれに該当する。

次に，第一の規定よりやや緩やかなものとして，稼得賞金がたとえば標準賞率の二分の一*ないし 

三分のニの水準に至った時点で退職給付が支給される場合が举げられる。これは，高齢労働者が標 

準貧率を適用されなくなった後も当該職種で一定程度働くことが許されているととを意味するが， 

とのような耍件を規定している労働組合には， れんが積み職人組合（r通常め賞率の三分のニ以上稼げ 

ないJ 場合)，大工，指物師連合（*■標準賞率の二分の一以上稼げないJ 場合)，大工，指物師職人一般組 

合 (r標準賃金のH分のニ以上稼げないj 場合)，全国合同家屋および船舶塗装工職人組合（r地域の賃金 

の二分の一以上稼げないJ 場合)，合同家具製造エ斑合（「標準賞金の二分の一*以上糖げないJ 場合)，など 

がある（第二のグループ）。

なお，ロンドン植字ェ組合や，たる製造工博愛組合などのようにr週1 5 s .を稼ぐことができないJ こ

とをその要件として挙けている例も存在するが，これらは，彼らの貧金水準(たとえぱ，1890年におけ
(43)

るロンドンの植こトェの週賃率は36S .であった）を考慮すれば，第二のグループに舍めることができよう。

また，スコットランド錯洽エ連合，蒸気機関製造エ組合, ロンドン，トタン職人労働組合，ロソ 

ドン石版印刷工組合，連合船大工組合，ロンドン合同布張エ組合，合同洋服仕立エ組合，ロンドン 

馬車製造エ労働組合，イングランド，アイルランドおよびウェールズ鋳鉄工友愛組合，型紙製造エ 

労働，疾病 *埋葬組合，機 関 手 ，火夫連合組合などは，「当該職種で働くことのできないあるいは 

働かない』場合を退職給付の支給要件と規定しているのみで標準賃率との関連を具体的に示してい 

なI 、力’、， 、ずれにしてもこれらは第一な、、し第二のグル一プ の 、ずれかに分類しうるもの力あろうe 

なお，稼得貸金との関連を全く問わな、、場合 (すことえぱ，ボイラー與造エぉょび鉄網造船エ統一組合， 

イングランド，アイルランド，スコットランドおよびウスールズ合同鉄道従菜員組合）もある力' ; , これらは 

その数が少ないことからも窺えるように，あくまでも例外的な事例と見做すことができよう。 ： 

こうして，ほとんどの労働組合は，高膽者の稼得貧金や標準賞卑の適用を間題にしているが——

この傾向は，第一*のグル一 プ ,わ け て も高賃金を維 持 しているク ラ プ ト ♦ユ ニ オ ン ほ ど 強 、ことは， 

すでにみた通りである一…■ ,この点は公的老齢年金にはみられない点である。公的老齢年金制度に 

おいて稼得賃金が問題になるとすれば，それは，現役労働者との均衡上,高齡労働者に一定の稼得

注(43) B. R. Mitchell and PhylHs Deane, British Labour Statistics Historical Abstract 1886-1968 , Lon­
don, 1971, p. g も
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イギリスにおける労働組合の退職給付の形成と崩壊

賞金がある場合に年金の支給が延期ないし減額されるというケースにおいてであり，退職給付の場 

合とは全くその性格を異にするものである。

b 支給開始最低年齢

第5 表- 1 創設年代別•退職給付支給開始年齢別労働組合数

き給開始年齢 

創設年代
45歳 50歲 55歳 60歳 計

183啤代 1 1 2
1850年代 2* 1 1 3
I860年代 2 1 3 6
1870年代 3 3* 2 3 9
1880年代 1 4 7 12
1890〜91年 1 1 2

計 1 6 12 15 34

出所）第1表に同じ。
注 1 ) * 1 , 1 ケースは56歳，* 2 , 組合加入期間が25年以上の場合に

は60歳。 .
注2 ) 支給開始最低年齢制限の明示されていな、組合は除く 0

に，老婦給付という観点から重要な韋味をもつ退職給付支給開始最低年齢をみることにしよう。

第 5 表によれば, グレイトプリテンおよびアイルラソ ド統一配管工職人組合の45歳というきわめて
(44)

若い年齢を例外として，大部分の組合は支給開始の最低年齢を50〜60歳の間に定めている。すなわ 

ち, 3 4 の組合のうち6 の組合が5 0歳を， 1 2の組合が5 5歳を，そして1 5の組合が6 0歳を退職給 

付Iの支給開始年踏としている。そして，この年齢は，たとえば建築産業にみられるように職種によ 

って異なる場合もあるし一一ちなみに，合同大工，指物師組合は5 0歳，れんが積み職人組合が55 

歳:，合同家具製造エ組合は6 0 歲である一一，また金属産業のように相対的に齢が等しい産業も 

存在する。要するに，この退職給付支給開始最低年齢は，今日の老齢年金支給開始年腊が危険♦有 

害作業など特定の部門を除いて一律に定められているのとは異なり，それぞれの職種ないし産業の 

個別的諸条件（なによりも，「標準賃率J が適用されなくなる年齢の差異）に応じて決定されたのである。

ところで，退職給付支給開始最低年齢を今日の老齢年金のそれ（イギリスを例にとれぱ男65歳，女 

€0歳）と比較すれば，前者がかなり低いことがわかるが，この点については，たとえぱ1885〜89年
(46)

における合同機械工組合の組合員平均死亡年制)がわずかに48歳，また蒸気機関製造エ組合のそれが 

1889架に5({̂ &でぁることからも窺えるように，当時のぎき命そのものが現在よりも短かかつたことが

014) Drum m ondは， この4S歲という返哦給fホ支給渊始最ほ年-齢を規定した配管工職人組合は「特別な職簡』であり， 

ほぽ55歲がその平め的な線であると証言している（cf. Poor Law 29, Q ,10786, p. 572)。
( 4 5 ) この点を，Drummcmdは r雇;flの性格the nature of the em ploym entjによって與なると証言している（cf, 

ibid,、Q .10801, p. 573)。
.016) Jeff ery s, op, cit., p. 66. '
(47) Weyl, op. ciL, p. 797. ‘ ，
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第 5 表 - 2 創設年代別，退職給付支給開始年鋪別労働組合分布状況

支給開始年齡 

创設年代
45歳 50微 55歳 60歳

1830年代

< 金ぽ>
蒸M機閲製造エtL合

< 金属>
イングランド,アイル 
ランドおよびクェ一ル 
ズ鋳鉄工友愛組合

1850年代

< 金属>
合同機械工組合
< ガラス>
グレイトプリチンおよ 
びァイルランド，フリ
ントガラスエ全国組合 
* 1

< 馬1|{製造>
馬取製造エ連合王国組 
も

1忌60年代

<建築>
合同大工，指物師組合 
< 金属>
合同平削エ*みぞ切エ 
組合

< 造船>
ポィラ一製造:！:および 
鉄细造船ェ統一組合

< 馬取製造>
ロンドン馬填製造エ労 
働組合 

築>
全国左官職人組合 
大工，指物師職人一般 
組合

1870年代

- ? ? すランド統-配 
管エ職人組合 
< 繊維>
じゅうたん機械纖エ相 
冗共済.儉約組合 
< 金厲>
スコットランド锻ぬエ
連合 .

< 印刷，製本>
ロンドン印刷機械連転 
エ労働組合 
ロンドン植字エ組合 
< 建第>
大工• 指物師迪合* 2

< 運輸>
イングランド,アイル 
ランド,スコットラン
ドおよびウェールズ合 
同鉄道従業員組合 
< 織維〉
型紙製造エ労働•疾病 
♦埋葬組合 
< 家具製造>
合同家具製造エ組合

1880年代

< 繊維>
ペルファースト裁断エ
，襲製造ェ共済•労働 
組合

< 建律>
れんが積み職人組合 
< 印刷>
ロンドン石版印刷工組
メロ-
< 造船>
述合船大工組合 
< 金属>
ロンドン，トタン職人
労働組合

< 印刷，製本>
活版印刷工組合
< 運輸>
機関手，火夫速合組合 
< 被服>
合同洋服仕*エ組合 
< 金属>
南ョークシャ地E 蒸気 
機関製造エ擁護組合 
< 建辕>
全国合同家屋および船 
舶塗装エ職人組合 
< 家具製造>
口ソドン合同布張エ組

< たる製造>
たる製造工博愛組合

1890〜91年
< 建築>
グレイトプリチンお 
よびアイルランド統 
一配管工職人組合

< 繊維>
リ一ズ,ハリファック 
スおよびプラッドプォ 
一ド•ラシャプレスェ
労働組合

出所）および注）第 5表- 1に同じC

主な要因になっていると思われる。とはいえ，もちろんこのことは公的老11}年金の支給開始年齢が 

相対的に高い水準に置かれていることの现山をすべて説明して、、るわけではなI*、0 その全体的な把 

握には，年金支絵開始年舶の水準がいかなる根拠に基づいて決定されたのかに関する解明が必要と

74 (572)
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イギリスにおける労働組合の退職給付の形成と崩壞

されよう。 

なお，これまでみてきた各労働組合によって規定された退職給付の支給開始最低年龄と，卖際退 

職した組合員の平均退職年齢とは必ずしも一致せず，概して現实の平均退職年齢の方が高かったこ 

とが指摘できる0 第 6 表によれぱ，主な組合の平均退職年齢は，機械工では1885年に6 1 .9 歳また

第 e 表- 1 合同機械工組合における退職 

年齢などの推移

(1885〜1907年） ■

年 廣退職《 退職者の平均死 
亡年齢'(歳）

1885 61.9 61.9 65.8
1886 63.1N
1887 62,0
1888 61.9 '62.2 67.3
1889 62.5
1890 61.5,
1891 62.3、
1892 62.0
1893 63.5 1 62.7 68.8
1894 62.7
1895 62.9,
1896 61,9>
1897 63,1
1898 62.5 >62.8 69.2
1899 63.3
1900 63.2ノ
1901 63.4]
1902 63.6
1903 63.8 >63.6 70.1
1904 63.6
1905 63.5；
1906' 63.7

[63.8 71.0
1907 63.9,

第 6 表-2 後鉄工友愛組合における退職年齢などの推移

年 平均退職年崎（歳） 退職者の平均死亡 
年齡（歳）

1882〜 1885 62.2 69.1
1886〜 1890 62.8 69.8
1891〜 1895 63.0 70.4
1896〜 1900 62.7 70.5
1901〜 1905 62,6 70.8
1906〜 1910 63.0 , 71.6

出所）第6表-1に同じ<

出所）B ev er id g e , U nem ploym ent, 122 更 

ょり。

鋳鉄工が1882〜85年の平均で6 2 .2 歳である。そして，それ以降もわずかずつではあるが平均退職 

年齢は高まる傾向を示し， 1901〜1905年の平均では機械工で6 3 .6歳， 同じく鋳鉄工で6 2 .6歳と 

なっている。 

とはいえ，この退職年齢の仲びをはるかに上回って退職者の平均死亡年齡は延長されているので 

あり（機械工についてみれば，188!5年に65.8歳であった退職者の平均死亡年崎は1901〜1加5年には70.1歳にま 

で仲びている) ，したがって’，乎均退職年齢の伸びは決して高齢労働者の労働市場からの挑まが後和 

されたととを意味するものではなく，高齢者の平均余命の顕著な延長からすれぱ，事態は逝になっ 

— - 75 (5 7 5 ) —~-
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第 7 表各労働組合の組合加入期間別退職給付支給額の推移

r三旧学会雑誌J 73巻 4 号 （1980年8月）

組 合 名 組合加入期問 支 給 額 組 合 名 組#加入期問 支 給 韻

グレイトプリr ンおよびアイ 

ルランド統一lilfi管:li職人組合

20〜25年未満 

25 〜 30 11
7 S. —d.
8

速合船大工組合 20年 

25年
4
4 S. 6d.

30 〜 35 // 
3 5 -4 0  If 
40〜 45 1,

9 30ギ 5
10 ; 
12

リーズ，パリファックスおよび 

プラッドフォード，ラシャプ 
レスエ労働組合

10年 

- 15年 
20ギ 

25年

4
5

合同大工，指物師纽合. 18年 

2 b ¥
7
8

6
7

スコットランド統一^配资エ職 
人組合 15年 5

30年 
35年

8
9

合同平I'iDこ•みぞ切ェ組合 25̂ 1； 6 40年 10
30年 
35年

7
8

大工•指物師職人一般組合 25年 
30ギ

4
5

40ギ 9 全国合同家屋および船舶塗装 20年 5スコットランド餘☆ェ連合 18年 5 工職人組合

じゅうたん機械織工相互共沾. 
使約組合

20年 
25年

2 s. 6d.
3 6

全国左官職人組合 .20年 
5 年ごとに

5
I s.加算

ベルファ-'•スト裁断ェ.壊製 

造± 共済*労働組合
20年 

25f-
5
6

合同家具製造エ組合 25年 
30ギ

5
7

30ギ 
40年

7 ロンドン企同布‘张エ組合 20ギ ギ12£
8

合同洋服仕立工 M合 12ギ 

20年
2 S. 6d. 

‘5れん力;'格み職人組合 15〜20年未満 5
20 〜 30 II 
30ゴ以上

,7
9

瑪3|i製造エ述合王HI組合 30年 
35年 
40-ff̂

6V
7
8大工•指物師速合 20年 

25年
5
7 s . 6 d, ロンドン，馬IK製造エ労働組合 10年 2 S. 6(1.

グレイトプリテンおよびアイ 
ルランド. フリントプ/ラスエ全 

国組合

10〜20年ホ満 
20 〜 25 II 
25〜 30 1/
30 〜 35 II 
35平以上

2
3
4
5
6

たる製造工博愛組合 20^^
30ギ 

全く働けない 
場合

4
5

6

南ョ一グシャ地区蒸気機1欺製 
造エ擁譲紙合

20〜24ギ 
25〜 30年未満 
30 〜 35 II

2 S. 6 d.
3 6
4

合同機械工飢か 25年 

30年
7
8

35 f̂- 
40平

9 35年以上 5 .
イングランド，アイルランド 

およびウェ ー ル ズ錫鉄工友愛 
組

20〜 35年未満 

35〜 40 II 
40ギ以上

5
6
7s. 6d.

蒸気■機関製造ェ社ト 25ギ
30 ゴ rニ
35 ゴf-: 
40サニ 
45ゴP

6
7
8
9
10

型紙製造エ労働，疾摘.埋葬 
組公

20^fi 
25ィf  
30年

5 s. Gd. 

10 6
ロンドン，ト夕ン職人労働組 

合
15年
20 ィiニ

3
4 イングランド，アイルランド， 

ス コ ッ トランドおよびウュ一 
ルズ合同鉄！[従業ぶi 組金

ギ.20 £
ロンドン植ギェ組 20ギ 

2 5 #
4
5

機廣ホ*火央速合組合 10年 
15ギ 

M年

5 s.
6
7 s .  6 d .

ロンドン印刷後械運転:!:労働 
机合

老敝15年 

廃疾4 ギ

5
5 ■

ロンドンォV版印刷工組合 20キニ 6
ボイラ一製近ェおよぴ鈔網造 

船ェ統一組合
25ギ 

30年 
35ギ

4
5
6

，出所）第 1まに同じ◊
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イギリスにおける労探/組合の退職給付の形成と崩壊 

ているということができる。

こうして，退職給付支給開始の最低年齢がそのまま現実に当該労働市場から高齢労働者が排除さ 

れる年齢を意味するものではないにしても，いずれは排除されr働くこともできなけれぱ，死にも 

しない』期間が確実に形成されていることもまた杏定しえない車実なのである。

C 組合加入期間

給付の支給要件として, 組合員であった期間（組合加入期間）が考慮されるが， それは多くの場 

合さらにま給額とも関係している。

第 7 表によれば，退職給付支給要件としての組合加入期間は，最も短い場合でさえ10年という 

年月を必要とするが，それらはきわめて少数であり，多くは2 0年ないし2 5年の組合加入期間が必
(48)

要とされていることがわかる。そして，ほとんどの組合は，組合加入期間の長さに応じて給付額に 

差をつけているが，その場合，組合加入期間が5 年延長されるごとにI s . が追加される（たとえば， 

合同機械工組合の場合，組合加入期間が25年の時7s., 30 年で8s., 3 5年で9s., 4 0年で1 0 s .とI s ..ずつ給付額 

は墙加レていく）という関係がより多く見受けられる。

以上，退職給付支給要件のうち主要な項目についてみてきたが，それ以外の支給上の特徴として
(49)

は，他の諸給付と異なり受給者が死ぬまでfor l i f e 支払われたという点をつけ加えておこう。

さて，それでは，退職給付はこれらの要件を備えた労働者に対しては自動的に支給されるもので 

あろうか。

たとえば， ダプリン，パン職人労働組合は退職給付の受給者を3 0人に限定しているし， また， 

たる製造工博愛組合では，20人を越えない範囲で委員会が退職給付の受給者を選出している。さら 

に，ロンドン合同布張エ組合においては，退職給付の受給者を組合の年次総会で投票によって選ん 

でいる。このように，種々の選出方法によって退職給付の受給者数を限定している労働組合は，上 

記以外に永久合同啼鉄工擁護組合，グレイトプリチンおよびアイルランド，フリントガラスエ全国 

組合，グレイトプリテンおよびアイルランド合同石版印刷工組合，ロンドン石版印刷工組合，皮製 

勘定書製本エ労働組合，ボイラ一製造エおよび鉄鋼造船エ統一組合などがある。

' こうして，一部の労働組合においては，退職給付の受給者を制限する運営方法がとられて‘いるが， 

しかしながら，こうした制限的方法は「例外的なケースJ であり，一般的には支給要件を満たして

注( 4 8 ) ちなみに，公的老齢架金制度にお、て組合具期問に相当する最低除料鍵出の年限は，イギリスではわずか156週（約 

3年）にすぎない。これは，公的老金ができる限り多くの人に受給資格を附与‘しなけれぱならないという性格をも 

ゥていることからして当然のことであろう。

(49) Cf. Drummondの証言(Poor Law 29, Q‘ 1074L p..570)。 ，

(50) Ibid., Q . 10736, p. 570.

— 7 7 ( 5 7 5 ) ——
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いる限り，すべての組合貴に支給されることが圧倒的に多かった。つまり，組合員は r権利め問題
(5り

としてas a m atter o f n g h t j 退職給付の受給資格を有していたのである。この点はまことに重
(52)

要である。というのも，当時にあって退職給付は，たしかに労働者が「年金と呼ぶことはなかった」

にしても，その受給を「権利の問題J として把握していた限り，退職給付の存在は，退職後の生活 

費に対する欲求の形成に大きな役割を果したということができるからである。とはいえ，それも退 

職給W•が美質的に退職後の生活をどの程度保障するかによって，その真の意味を獲得するものであ 

る。以下では，この点を明らかにすることにしよう。 （統）

(淑徳大学非常勤講師）

注(5り /がもQ . 10742.また，印刷工組合においては，退職給付の受給に際してr労働不能により仕jjfに就くことができな 

いかまたは仕事を維持できないJ (M usson, oA cit„ p. 291) ととを証明しなけれぱならないという親定が存在したに 

もかかわらず， 鳴にはその说定は無視され，同綺付は「60錢で支給される印-金になる倾向J {ibid：) が強かったが， 

このとともその一つのま现とみなすととができよう。

(52) Cromptonの証言(Poor Law 29, Q .17871, p. 937)*,

78  ( 5 び ）

m


